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消費者行動研究における諸潮流について（9)
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1.発展前期における消費者行動研究の諸潮流
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2号）
(2) 包括的消費者行動モデルの展開（以上富山大学日本海経済研究所
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(2) 消費者行動研究の新展開（以下富大経済論集36巻第1号，同第36
巻第2号，同36巻第3号，同37巻第2号及び本号）
次に，集団レベルの代表的な研究として，家族の意思決定（FamilyDecision 
Making ；以下では FDMとする）に焦点を当てた潮流をあげることができる。
家族は全体的な社会構造とともに個人の意思決定とその後の行動にも影響を与
える社会単位とみられるため， FDMは社会学，経済学，社会心理学などの社会
科学諸分野において広い関心を集め， 1960年代までに既に豊富な発見物が蓄積
されていた。 Shethによれば， 1960年代までの FDM研究の発見物は次のよう
な3つの領域に分けられる？）
(1) FDMの形態
この領域では，購買意思決定と消費の区分が取り上げられ，ある家族成員，
特に主婦が購買者となり，製品・サービスは全成員かあるいはそのうちのある
成員のみのいずれかによって消費されることが指摘されている。（例えば， Al-
derson(2l）ここでは，購買代理者としての主婦の役割と，ある意思決定が全成員
により共同で行なわれるかどっかといっ問題に特別な注意が払われてきた。
(2) FDMの過程
この領域では意思決定過程における次め3つの側面が注目された。第1の側
面は，家族成員聞の意思決定における役割構造にかかわるものである。一貫し
て見出された発見物は，家族の意思決定で夫が道具的（課業志向的）役割を，
妻が表出的（社会情緒的）役割をそれぞれ果たすというものである。（例えば，
(1) ]. N. Sheth，“A Theory of Family Buying Decisions，” in ]. N. Sheth, ed., Models of 
Buyer Behavior: Conceptual, Quantitative, and Empirical. 1974, pp.17-33. 
(2) W. Alderson, Marketing Behavior and Executive Action : A Functionalist Approach 
to Marketing Theory. 1957, pp.163-194. Dynamic Marketing Behavior: A Fun司
ctionalist Theory of Marketing. 1965, pp. 144-163.田村正紀ほか共訳『オルダースン動
態的マーケテインク。行動』，昭和56年，千倉書房167～192ペー ジ。
-2 (150) -
Blood=Wolfe(3l）。車の購買という共同意思決定でも， Wolgastは，夫が新車の
購買とその車種を最初に提案したのに対し，妻が車の内装面の特徴に専念して
いることを見出した？）このような意思決定役割の特化がコンフリクトを最小化
するうえで重視きれている。第2の側面は，家族成員聞の相互作用と情報交換
のパターンにかかわっている。最も目立った側面は， Carterによって見出きれ
たもので，個人的優勢，集団目標の促進，社会性と呼ばれる 3つのパターンが
家族を含む小集団によって顕現きれるというもので、ある？）第3の側面は，家族
成員聞の動機，選好および価値観の差と，それらの FDM過程に及ぼす効果に
かかわるものである。
(3) FDMの規定因
FDMの規定因として，夫婦のパーソナリティ特徴，仲間集団の影響，民族背
景，社会階層，家族ライフ・サイクルなどが詳細に検討された。なかでも注目
を集めたのは，家族ライフ・サイクルであった。
Shethは，このようにそれぞれの領域に含まれる諸研究を展望したうえで，
それらを統合化する試みとして既述の Howard=Shethモデルを拡張した包括
的な FDMの理論を提示しているが？）ここでは1970年代の消費者リサーチに
おける本格的な FDM研究がこうした社会学などを中心とした発見物に基づき
(3) R. 0. Blood and D. M. Wolf, Husbands and Wives : The Dynamics of Married 
Living. 1960. 
(4) E. Wolgast，“Do Husbands or Wives Make the Purchasing Decisions ？” Journal of 
Marketing, Oct. 1958, pp. 151-158. 
(5) L. F. Carter，“Recording and Evaluating the Performance of Individuals as Members 
of Small Groups，＇’ Personnel Psychology, 7, 1954, pp. 477-484. 
(6) Howard=Shethモデルの概要とその批判については，拙稿「消費者行動モデルと選択ヒ
ューリスティック(1）」（富山大学日本海経済研究所「研究年報」第E巻）を参照。
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展開された点をおさえておく必要がある~） 1970年代における主要な FDM研究
は，家族成員の影響力（どの家族成員が意思決定をするのか），その影響力を規
定する要因およびコンフリクトとその解消策という 3つの領域に分けられる？）
最初に家族成員の影響力に関する研究で注目された主要な成果をみることにし
よう。なお，ここで家族成員の影響力とは，成員がFDMで優位を占めようと
する程度をきしている。
家族成員の影響力に関する代表的な研究としてその後の研究に大きな影響を
与えているのは， Davisで、ある？）彼の研究は，シカゴ市郊外の約100組みの夫婦
についての詳細な面接調査を基に車と家具の購買決定における夫婦の役割に関
する次元を分析したものである。この調査で対象となった購買決定のタイプは，
購入時期，購入場所，製品種類，モデルあるいはスタイル，色彩，および支出
額である。ここで Davisは，次に示されるように，夫婦の影響力が製品のタイ
(7) Jenkinsは， FDM研究に関して社会学とマーケテイングにおける消費者研究との聞には
次のような相違点があるとしている。（a）社会学は多くは家族意思決定の枠組を記述してき
た。これに対し，マーケティング研究は特定製品の選択状況における家族成員の影響力を
明らかにしようとしてきた。（b）社会学の文献は役割構造を重視した理論基盤を与えるのに
対し，マーケティングの文献は特定段階と購買状況における意思決定を統制する個人を強
調する。 R.L.Jenkins，“Contributions of Theory to the Study of Family Decision-
Making，” Advances in Consumer Research, Vol. 7, 1980, pp. 207-211. 
(8) FDM研究の主要な問題領域として， Davisは（a）家族成員の経済的意思決定への関与，
(b）家族意思決定の過程（意思決定方略を含む）' (c）夫婦の関与と意思決定方略の結果をあ
げ，また， Quallsは（d）どの家族成員が意思決定をするのか，（e）家族成員の意思決定を規
定する要因，（f)意思決定行動の結果を掲げている。 H.L.Davis，“Decision Makinng with 
in the Household，“Journal of Consumer Research, Mar.1976, pp. 241-260. W.J. Qualls, 
“Household Decision Behavior: The Impact of Husbands' and Wives’. Sex Role 
Orientation，＇’ Journal of Consumer Research, Sept. 1978, pp. 264-279. 本稿で取り上げ
る3つの領域は，上記の問題領域（a),(b), (d), (e）に包摂される。意思決定の結果に関する
領域（c),(f）がここで取り上げられないのは，言うまでもなく， 70年代に他の領域ほどの成
果がみられなかったためである。詳細については上記の文献を参照。
(9) H. L. Davis，“Dimensions of Marital Roles in Consumer Decision Making，“Journal 
of Marketing Research, May, 1970, pp. 168-177. 
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プだけでなく，購買決定のタイプによっても異なる点を見出している。（a）夫は
車の購入時期と支出額の決定で優位を占めるけれども，妻は車の購入場所と色
彩の決定で夫とほとんど同じ位の影響力をもち，（b）妻は家具のスタイルと色彩
の決定で優位を占めるけれども，夫は家具の購入時期と支出額の決定で妻とほ
とんど同程度の影響力を有する。このような夫婦聞の影響力パターンは，前述
された Wolgastの研究と同様に，家族の購買決定における夫の道具的役割と妻
の表出的役割を反映するものといえよう。
こうした Davis研究の意思決定面に着目しながらも，彼とはやや異なる観
点から夫婦の購買影響力の違いを示しているのは， Ferber=Leeである？彼等
の研究は，新婚夫婦230組みに対する面接調査によって，家族の財務担当者
(family financial officer）を識別し，その購買行動への影響を分析したもので
ある。ここで財務担当者とは，料金の支払い，支出の記録，期末残金の処理と
いった意思決定に責任をもっ家族成員をきしている。これは，家族という集団
の課業遂行にかかわるので，表出的というよりもむしろ道具的役割に相当する
と解せられる。 2回にわたる面接調査（第 1回は結婚1年目，第2回は一年後
の2年目）から次の結論が得られている。（a）結婚1年目では，夫と妻は等しく
財務担当者となる可能性があり（夫は家族の26%，妻は25%），夫婦共同は家族
の半数を占める（49%）。（b）結婚2年目では，妻が財務担当者になる可能性が高
まり（夫は27%，妻は36%），夫婦共同は約 1/3に減少する（37%）。（c）夫が
財務担当者となる場合，その夫婦は収入の多くを貯蓄に回し，資産の多くを不
動産や証券の形で保有し，車の購入頻度が低くなる（ただし，妻が財務担当者
になる場合は，耐久財の購入頻度は特定のパターンを示さなかった）。これらの
結論のなかで，特に（a), (b）は， Davisの発見物とは異なり，妻が夫と同じか，
あるいはそれよりも多く道具的役割を遂行することを示している。
一方， Davis研究の製品種類面に着目した数多くの影響力に関する研究があ
(10) R. Ferber and L. C. Lee，“Husband-Wife Influence in Family Purchasing Behavior，” 
Journal of Consumer Research, Jun. 1974, pp. 43-50. 
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る。それらは，基本的には，夫婦によって知覚された各種製品購買における影
響度についての回答に基づき「夫優位」，「妻優位」あるいは「夫婦共同」のい
ずれかで家族を特徴づけようとするものである。こうした研究から，例えば，
夫は車と酒類の購買決定で，妻は食料品，化粧品，家電品の購買決定でそれぞ
れ優位を占め，夫婦共同で住宅，休暇，家具の決定をすることが報告されてい
る ~I)
このような一次元的な諸研究よりも詳細に購買決定に及ぼす夫婦の相対的影
響力と役割特化の程度を検討したのは， Davis=Rigauxである？彼等の研究
は， 73組みのベルギー人夫婦を対象とした面接調査で，夫婦の影響力を購買決
定別および、購買決定の段階別に明らかにしようとしたものである。購買決定で
は，住居，家具，台所用品，家電品，車，衣類，酒類，保険，貯蓄など家族に
とって経済的に重要な25の項目が選ばれ，購買決定段階として問題認識，情報
探索（内部および外部），最終決定の 3段階が設定された。ここで回答者は， 25
項目のそれぞれについて，異なる購買決定段階ごとに主な影響力の源泉（夫＝
l，共同ニ 2，妻＝ 3）を示すように求められた。
彼等の調査で注目きれる発見物は，第1図と第2図の比較から推定されるよ
うに，次の 2 点である ~3) (a) 25の購買決定は次の4つの影響力パターンのいずれ
かに類型化される。 (1）夫優位型（影響力の平均が1.5以下）' (2）妻優位型（影響
力の平均が2.5以上） (3）統合型（＝夫婦共同決定型：影響力の平均が1.5～2.5
(1) Davis, op. cit., 1970, pp. 168-177, Haley, Overholser and Associates, Inc. Purchase 
Influence : Measures of Husband/Wife Influence on Buying Decisions, 1975. G.M. 
Munsinger, J.E. Weber, and R.W. Hansen，“Joint Home Purchasing Decisions by 
Husbands and Wives，“Journal of Consumer Research, Mar. 1975, pp. 60-66. 
(12) H. L. Davis and B. P. Rigaux, 
Journal of Consumer Research, Jun. 197 4, pp. 51-62. 
(13) 彼等の論文では第2図と同様な「問題認識から情報探索まで、の夫婦役割の変イ七」を表わ
す図が示されているが，ここではこれを割愛した。このため，発見物（b）を確認する際には
この点について留意する必要がある。
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第1図 購買決定における夫婦の役割 ． 
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の範囲内て.＂， 50%以上の家族が共同決定を回答）' (4）自律型（＝夫婦いずれか
が優位になるも，優位の機会は等しい型：同じく， 50%以下の家族が共同決定
を回答）。（b) 4つの影響力パターンと決定段階との間では次のような関係が見
出される。①問題認識と情報探索の段階では影響力パターンに類型化された購
買決定数に差はみられないけれども，最終決定段階では統合型と自律型に類型
化された購買決定数に大きな変化が認められる。統合型は急増であるのに対し，
自律型は急減ということである。②3つの決定段階のいずれかで影響力パター
ンの変化がみられたのは 9つの購買決定である。そのうちの5つの決定（住居
の維持，家電品，夫用衣類，貯蓄の目標額，貯蓄の形式）では，問題認識と情
報探索の段階における自律型から最終決定段階における統合型へと移行してい
る。残りの4つの決定で最も顕著な変化がみられたのは車の購買である。そこ
でfは，問題認識段階で自律型→情報探索段階で夫優位型→最終決定段階で
統合型といった決定段階ごとに異なる移行がみられる。③決定段階聞の影響
力パターンの変化をみると，問題認識と情報探索の間では変化の方向を示す矢
印のほとんどが右側を指しているので，それは情報探索段階における役割特化
の進展を示す。これに対し，情報探索と最終決定の間では矢印すべてが左側を
指しているので，最終決定段階では統合型への移行が認められる。このように
Davis=Rigauxの研究は，夫婦の影響力が製品種類だけでなく，意思決定過程
における課業によっても異なることを示している。これは，これまでの購買意
思決定における夫婦の影響力に関する数多くの経験的研究を統合する画期的な
研究と評価されている？）
その後， Bonfieldは，センサスから無作為に抽出された60世帯の夫婦につい
てDavis=Rigaux研究の反復調査を試みている？この調査は，標本が比較的
(14) J. F. Engel, R. D. Blackwell and P. W. Miniard. Consumer Behavior.6th ed. 1990, pp. 
175. 
(1日 E.H. Bonfield, 
Extension，” Advances in Consumer Research, Vol. 5, 1978, pp. 300-307. 
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高い社会階層に偏り，購買決定項目が特定化されている点を除き， Davis=
Rigauxの研究方法をほぼ忠実に踏襲している。ここで購買決定項目の特定化
とは，項目の意味を明確にするため， Davis=Rigauxが掲げた項目，例えば庭
園用具，夫用衣類，妻用衣類をそれぞれ芝刈り機，夫用ネクタイ，妻用スラッ
クスに特定することをさす。この調査からは，次の結論が得られている。「それ
ぞれの影響力パターンの比率でみると，問題認識と情報探索の間にはほとんど
差はなく，また統合型の最終決定の比率に著しい増加がみられたという点で，
以前の（Davis=Rigaux）研究は支持される傾向にある。ただし，決定過程全体
を通じて妻優位型が高いため，そうした差は， Davis=Rigauxの研究ほどには
強調きれなかった。」と。このように Bonfieldは，調査対象の標本が限定され，
さらに購買決定項目が特定化される場合にも， Davis=Rigauxの研究結果が支
持されることを証明しているのである。
こうした研究の潮流に対して幾つかの間題が提起きれている。 Davisは，
FDM研究の展望論文でこの点について次のように指摘している？「少数の例
外を除いて，研究者達は，なぜ夫がある製品カテゴリーないし製品カテゴリー
内の下位決定で優位を占め，また，なぜ妻が他のもので優位を占めるかを探究
してこなかった。ごく少数の研究しか複数の製品を含めていないため，所帯内
での複数の製品にわたる役割はめったに分析されていない。一つの決定がなぜ
家族の間で夫婦の役割の差を示すのかを説明する努力はほとんど払われなかっ
た。」と。彼は，このような問題点を明らかにしたうえで，家族成員の影響力の
違いを説明すると，思われる規定因について次の仮説を提示している？
(1）文化的役割期待：これは，権限と課業責任が文化的な規範と統制に基づき
夫婦の役割に組込まれるという社会学的な仮説を示す。このため，ある配偶者
の権限は，いずれかの配偶者が実際の関心や技能とは無関係にある課業を決定
あるいは遂行すべきであるとする信念に基づいている。ある配偶者のパワーの
(16) Davis, 1976, op. cit., pp. 244 245. 
0司 Davis,1976, op. cit., pp. 250-251. 
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源泉は，その人にあるというよりむしろその立場にあることになる。例えば，
伝統的な役割の観念は，夫婦聞の大きな権限の差と著しく差別的な分業を条件
として指定するのに対し，コンパニオンシップの観念は，諸々の課業や意思決
定へのかなりの共同的な関与を指定する。後者では共同そのものが望ましい目
的とされるのである。
(2）比較資源：これは，それぞれの配偶者を他方にとって価値ある資源の源泉
としてとらえる仮説を示す。ここで決定責任は，夫婦それぞれの裁定力，個人
的な魅力，能力に基づき配分される。こうした資源は，決定したり，あるいは
家族の活動に参加する権限と交換される。このような交換の考え方は，前述さ
れた文化的役割期待とは異なり，決定役割を規定する要因が家族そのものの内
部にあると考える。このため，配偶者のいずれかによって統制きれた資源が変
化する場合，決定と課業への関与もそれに応じて変化することになる。比較資
源の測度として，教育水準，職業上の地位（一般測度），決定に利用可能な時間
（個別測度）があげられる。
(3）相対的充当（RelativeInvestment）：比較資源に密度に関係するのは，そ
れぞれの配偶者が特定の決定状況に注ぐ相対的充当という仮説である？これ
は，一般に，ある決定の結果は家族成員のすべてに等しく影響を及ぼすことは
ない点に着目し，そっした結果に伴フコストあるいはまた便益の評価が各配偶
者の関与の有無と関与の仕方に影響を与えることを主張するものである。相対
的充当と比較資源の異なる論点は次の2つである。③資源は影響を与える家族
(18）要するに，ある役割あるいは課業に強い動機づけをもっ方の配偶者がそうした役割など
を遂行するという仮説。M.L.Robrts and L.H. Worzel，“Husbands Who Prepare Dinner . 
A Test of Competing Theories of Marital Role Allocations，“Advaces in Consumer 
Research, Vol. 7, 1980, pp. 669.このinvestmentはフロイトの用語， Besetzungの英訳
で，日本語では充当のほかに配当，配備，纏綿などが当てられている。 Besetzungはもと
もと感情総量と呼ばれたもので，これを心的エネルギーとみる場合には対象に対する心的
エネルギーの充当とも呼ばれる。外林大作ほか編『心理学辞典』， 1981，誠信書房。
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成員の潜在力を示すのに対し，充当は影響を与えようとするある成員の動機づ
けを明らかにする。⑤相対的充当は，家族の全般的な権限構造よりもむしろ特
定の決定に対する家族成員の関与を予測しようとするものである。
Davisは，こうした仮説が代替的というよりもむしろ補完的な夫婦の役割に
関する説明となる点を指摘したうえで，それらを夫婦の役割，すなわちここで
いう夫婦の影響力に関する予測因子として検証することを今後の課題として要
請している。家族成員の影響力規定因に関する研究は，この要請に応じる FDM
研究のもう一つの領域であるといえよう。
Davisのこうした仮説の提示に先立つ時期に，それらを部分的に検証しよう
とした研究とじて Hempelをあげることができる？彼の意図は，コネチカソ
トリー 卜｜の首都ハー トフォー ドに住む132組みの夫婦と英国北西地方に居住する106
組みの夫婦についての面接・郵送質問調査を基に住居の購買決定における役割
構造，特に家族成員の影響力の規定因を明らかにすることにあった。その規定
因として彼が注目したのは，所帯の社会経済的特徴と次のような3つの仮説で
ある。（1）ある配偶者の資源，貢献および地位（例えば，教育，職業上の地位，
雇用の状態，所得への貢献）が他方の配偶者に比較して大きい（あるいはまた
高い）ほど，その影響力は大きい。（2）意思決定単位としての広い経験（例えば，
年令，結婚年数，家族ライフサイクルの後半段階）は共同決定の減少に比例す
る。（3）家族の社会的ネットワークの結合性（connectedness）と中流階層から
の社会的距離の大きさは共同決定の程度に反比例する？）こうした規定因は操作
化され，それらと役割構造（夫優位型と統合型），各配偶者によって報告された
(19) D. J. Hempel，“Family Role Structure and Housing Decisions，” Advances in Con-
sumer Reserch, Vol. 2, 1975, pp. 71-80. 
側結合性とは，夫と妻が共通の友人をもっ程度を意味する。固く結合した友人集団は，そ
れぞれの配偶者に対して準拠集団を作り，さらにそれを強制する規範として作用する傾向
をもっ。夫婦のいずれもが結合した社会的ネットワークに所属していない場合は，その夫
婦は共同決定に従う傾向がある。 JF.Engel, D.T. Kollat, and R.0. Blackwell, Consumer 
Behavior. 2 nd ed. 1973, pp. 200. 
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共同決定の合計，住居決定の 5分野（隣人，スタイル，価格，購入時期，抵当
先）において各配偶者によって知覚された影響力得点（ 1 ＝妻， 2＝共同， 3=
夫）の合計との相関係数が求められた。なお，仮説（1）に示された比較資源は，
年令，教育水準および職業上の地位に関するそれぞれの夫／妻の比率によって操
作化されている。この調査からは，次の結論が得られている。（a）役割構造の最
良の予測因子は比較資源の一つの指標である職業上の地位であるが，その指標
は妻によって報告された役割知覚よりも夫のそれを多く予測するものである。
(b）妻の年令，結婚年数，職業上の地位，雇用の状態はすべて購買決定における
夫の優位に反比例する。このように Hempelの研究は，夫婦の影響力の規定因
として Davisが提示した 3つの仮説のうち比較資源のみを取り上げ，それを別
の2つの仮説と予測力で比較した結果，比較資源仮説がすぐれていることを証
明している。さらに彼は，こうした規定因の回帰分析から，説明カを高めるた
めには，ここでは示きれなかった他の規定因をも考慮する必要性を指摘してい
る。
その後の研究で，購買決定とは異なる背景のもとでDavisの3つの仮説を検
証しようとしたのは， Roberts=W ortzel である ~I) 彼等の研究は， Needham,
Harper & Steers広告会社の全国パネルのうち夫のみによって報告されたデ
ータに基づき，夕食の準備といっ課業遂行に関する 3つの仮説の予測カを検討
したものである。ここで、文化的役割期待仮説については，このパネル・データ
の中の態度関連項目を因子分析にかけて抽出された 5つの因子（保守派，スイ
ンカ、、一，性役割に関する伝統主義者，コスモポリタンおよび自信家），比較資源
仮説については妻の教育，妻の雇用および家族ライフサイクル段階，また相対
的充当仮説についてはノfネル項目の信頼性分析から得た 3つの尺度（食品関連，
料理関連および清掃関連）がそれぞれ採用された。さらに，こうした仮説の検証
に適用された夕食の準備は， 3つの回答（週に何回夕食の準備をするかという質
問に対する答え：なし， 1～ 2回， 3回以上）で示される頻度で測定された。この
。I) Roberts and Wortzel, 1980, op. cit., pp. 669-671. 
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調査から，各仮説の予測力について次のような結論が得られている。（a）比較資
源仮説で採用された 3つの測度の結果はすべて統計的に有意で、あるけれども，
一例を除き，その関連性は弱しこの仮説と一致しない・・・こうしたデータ
はこの仮説に対してほとんど支持を与えない。（b) 3つの測度に基づき，文化的
役割期待と夕食の準備との問に強い関連性があると結論するのは困難で、ある。
(c) 3つの尺度はすべて統計的に有意な差を示し，それらのすべての得点は夕食
を最も頻繁に準備する夫達で高レベルに達している・・・それらの結果は相対
的充当が一層重要な予測因子であることを確証する。
以上のごとく， Roberts=W ortzelは，夕食の準備という，どちらかというと
煩わしさよりもむしろ楽しさを伴う課題状況で，相対的充当仮説が予測力で最
もすぐれ，以下，比較資源仮説，文化的役割期待仮説と続くことを明らかにし
ている。 Davisが，先の仮説の説明で相対的充当は比較資源とは異なり特定の
決定状況に対する成員の関与を予測するものと推定していた点を考慮するなら
ば，この結果はこの推定を証明したことになるであろっ。ただし， Roberts二
Wortzelがこの研究の含意として，煩わしい課業の場合はむしろ比較資源仮説
が有力になるとしていた点に留意しなければならない。
Davis等と並んで，その後の研究に少なからぬ影響を及ぼした研究として，
Green= Cunnighamをあげることができるケ）彼等の研究は，性役割（sexrole) 
の知覚という観点から家族の購買決定を説明・予測しようとするものである。
この実証研究では， 257人の主婦を対象とする面接調査が行なわれ，回答者達は
10種類の製品・サービスとそれらに関連した38の個別決定に関する質問票を提
示され，それぞれの決定が夫，妻あるいは夫婦双方で行なわれるかどうかを答
え，併せて，婦人の社会における役割に関する項目を評価する（“強く賛成”か
ら“強く不賛成”にわたる 7点尺度）ように求められた。この役割項目の評価
得点に基づき，回答者は保守派（婦人の伝統的役割と同じ態度を保持する主婦），
(2) R. Green and I. Cunningham，“Feminine Role Perception and Family Purchasing 
Decisions，＇’ Journal of Marketing Research, Aug. 1975, pp. 325 332. 
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中間派（役割知覚が各項目で揺れているか，あるいは役割に対する態度が強く
保持されていない主婦）， リベラル派（婦人の役割に対して現代的な態度を保持
する主婦）に分割されている。なお，こうした回答に加えて，所得（低［10,000
ドル以下］， 中［10,000～19,999ドル］，高［20,000ドル以上］に分類） と年令
(35オ以下， 35～49オ， 50才以上に分類）に関するデータも収集された。この調
査から次のような結論が得られている。（a）リベラル派の妻を持つ夫は，保守派
や中間派の妻を持つ夫よりも購買決定をする回数は少ない。（この傾向は10種類
の製品・サービスのうち 8つで認められる。例外は，生命保険と車の購買であ
る。） (b）高所得層では， リベラル派は他の2つの派よりも夫による購買決定を
する回数は少なく，中所得層では， リベラル派は他の派よりも妻による購買決
定をする回数は多い。また低所得層では，目立った差はみられない。（c)35オ以
下の年令層では， リベラル派は他の派よりも夫による購買決定をする回数は少
なく， 35～49才の年令層では， リベラル派は他の派よりも夫による購買決定が
少なく，妻による購買決定が多い。さらに50才以上の年令層では，目立った差
は認められない。このように Green=Cunninghamは，婦人の役割に対する妻
の態度によって特徴づけられる家族の間に購買決定の差異が存在することを明
らカミにしている。
こうした性役割と，買物パターン，料理関連要因および食物デモグラフイツ
ク要因（年令，結婚歴など）との関連について，この時期において最も包括的
な検討を試みているのは， Roberts=Wo巾 elで、ある？）彼等は， 169人の妻だけを
対象として，彼等に性役割をはじめとする 3つの要因に関する質問項目に回答
するように求め，完全な回答を寄せた131の回答を因子分析にかけ各項目に関し
て次のような因子を抽出している。 (1）性役割志向項目：伝統志向派（財務問題
における夫の指導力と，稼ぎ手とは対照的な家事役割の選好を強調する）と現
(23) M. Roberts and L. W ortzel，“Husbands Who Prepare Dinner: A Test of Competing 
Theories of Marital Satisfaction," Advances in Consumer Research, Vol. 7, 1980, pp. 
669-771. 
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代志向派（義務と意思決定の分担・職業選択の自由への要求や時間節約への関
心を強調する）（2）料理様式項目：料理の楽しみ派（優れた調理と新しい料理に
対する欲求），サービス役割派（うまい料理で家族を楽しませる欲求），アンチ
料理派（料理の煩わしさを避けるため簡易食品や外食を欲求），食物即感覚派（珍
しい料理を作るためにスパイス，ハーブなどに強い関心）および食物即燃料派
（食物の栄養・健康面に対する強い関心） (3）買物目標項目：時間への関心（出
来るだけ迅速な食品の購買を欲求），価格への関心（節約と予算の重視）および
品質への関心（品質重視） (4）買物過程項目：事前計画派（実際の購買以前に食
品買物表を作成），価格極小派（購買の際に特売，クーポンなどで節約を図る）
および経験派（単位価格やレーベルのような販売時点情報に注目）。この分析結
果から，特に性役割志向に関連する主要な結論だけをみると次の通りである。
(a）料理様式との相関分析では，伝統志向派は“サービス役割派”と強い正の相
関，“アンチ料理派”とは負の相関，“食物即燃料派”とは正の相関であるのに
対し，現代志向派は“アンチ料理派”と“料理の楽しみ派”の双方と正の相関
を示している。（b）買物目標とその過程との分析では，伝統志向派は“品質への
関心”と強い相関，“価格極小派”とは弱い相関，さらに“時間への関心”とは
負の相関となり，これに対し現代志向派は，“時間への関心”と“経験派”の双
方に対して正の相関を示している。（c）買物目標とその過程を従属変数とし，性
役割志向，料理様式およびデモグラフィック要因を独立変数とした重相関分析
では，料理様式が性役割志向よりも買物目標とその過程の説明に多く寄与して
いる。このように Roberts=Wortzelの研究は，食品の買物行動の予測因子とし
て性役割に注目しながらも，そつした行動の説明では妻の総合的な役割志向よ
りも料理様式といっ態度の方がすぐれていることを明らかにしている。
FDM研究で注目されたもっ一つの領域は，意思決定過程における家族成員
聞のコンフリクトに関する研究である。購買意思決定におけるコンフリクトの
問題に最初に取り組んだ研究者の一人は Shethである？彼は，家族の共同意思
決定で生ずるコンフリクトを検討するための基礎として，MarchニSimonのコ
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ンフリクトに関する枠組に言及している？彼等によれば，集団聞のコンフリク
トが発生するための必要条件は①目的の差異，②関連する代替案すなわち目的
対象に関する知覚の差異である ~6) Shethは，家族成員は相互に異なる購買動機
（目的）と評価的信念（代替案に関する知覚）を含む独特の認知構造を保持する
ため，こうした条件が家族の意思決定にも存在すると考えるのである。彼は，
こうした認識に基づき，家族成員聞のコンフリクトにはその原因によって異な
る4つのコンフリクト解消方式が伴うと主張している。（第 1表を参照）
(1）問題解決：家族成員聞のコンフリクトが購買動機よりもむしろ評価的信
念の不一致による場合，この解消方式が最も一般的な方法になる。（例えば，成
員達がある製品ないしサービスの必要性で合意しながらも，適当と思われるそ
のタイプあるいは銘柄で操める場合）この問題解決の過程では，代替案を評価
したり，あるいは家族外の信頼できる他者に依存するため，成員による能動的
な情報探索が行なわれる。
(2）説得：基本的な目標のレベルで一致しながらも，個別的な下位目標（例え
ば，代替案の評価基準）でコンフリクトが存在する場合，それは説得によって
解消される。この説得では，成員聞の強い相互作用が伴い，時には他者の調停
が図られることもあるが，いかなる情報探索も行なわれない。
側 Sheth, 197 4, op. cit., pp. 31-33, Shethよりも早い時期に， Granboisは家族のコンフリ
クトを購買計画の重要な規定因としてとらえ，幾つかのコンフリクト解消策を提示してい
る。 D.H.Granbois，“A Multilevel Approach to Family Role Structure Research，” 
Proceedings of the Second Conference of the Association for Consumer Research. 
1971, pp. 99-107. 
。日 J. G. March and H. A. Simon, Organizations, 1958. （土屋守章訳『オ－7ゲニゼーショ
ンズ』ダイヤモンド杜， 1977。）
側 マーチ等は，集団関コンフリクトのための必要条件として「参加者の間で積極的な共同
意思決定の必要感が存在することと，目的の差異か，現実についての知覚の差異のどちら
か，ないしその双方が存在すること」を指摘している。しかしながら， Shethはこのうち後
の2つの条件だけを取上げ，それらを彼等のいう必要条件としている。 March=Simon,
1958, op. cit., pp. 121.上掲書183ペー ジ。
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(3）交渉：成員聞に購買動機の不一致という固定観念がある場合，この方式が
解消策として採られる。この交渉では分配の公正あるいは公平といった考えが
しばしば適用され，具体例として交換方策があげられる（例えば，妻の望むも
のを譲るという約束の代償として，夫の車の購入決定が認められる）。 Shethに
よれば，家族の限られた経済的資源と夫婦の見方の相違によって，交渉が家族
の意思決定でかなり一般化しているときれる。
(4）ポリティックス：購買動機だけでなく，より基本的に，家族の生活様式に
ついても成員聞の不一致がある場合，この方式が採られる。これは，通常，対
立する成員を孤立させるための連合や下位集団の形成といフ型式をとる。一方
の親に対して他方の親と子供達が連合したり，両親に対して子供達だけが連合
するのがその例である。
Shethは，結論として，社会的観点からは問題解決や説得によるコンフリク
トの解消の方が交渉やポリティックスよりも有害で、はないという判断を示して
いる。その後， Sheth=Cosmasは，自動車，休暇および家具の購買決定でコン
フリクトに直面した夫婦がどのよっな解消方式を適用するかを経験的に検証し
ている？彼等によれば，説得が最も有力で，問題解決は 2番目によく用いられ
た方式であったが，交渉とポリティックスはそれらのマイナスの含意からほと
んどコンフリクト解消策として挙げられなかったとしている。このような結果
は， Shethが示したコンフリクト解消方式の存在とそれら方式についての社会
的判断の妥当性を間接的ではあるが，ほぽ証明したものとみられるであろう。
こうしたコンフリクトの問題についてDavisも概念的な検討を加えている？
彼は，集団意思決定の理念型を合意型と調整型に大別し，それぞれの意思決定
に含まれる多様な方略を提示している。合意型とは，目標あるいは望ましい結
。7) J. N. Sheth and S. Cosmas，“Tactics of Conflict Resolution in Family Buying 
Behavior，” paper presented at the meetings of American Psychological Association, 
Sept. 1975. 
(28) Davis, 1976, op. cit., pp. 253-256. 
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果について家族成員の間に一致がある場合に生じる意思決定の型式である。こ
れには役割構造（rolestructure），資源配分，問題解決という 3つの方略が含
まれる。一方，調整型とは，購買目標を巡って成員間に不一致があるため，優
先項目と選好が融和し難く，コンフリクトが起こりそうな場合に生じる意思決
定の型式である。ここでは説得と交渉の 2つの方略が採用される。このような
Davisの決定方略と前述された Shethのコンフリクト解消方式を比較したのが
第 1表である？）
第 1表 コンフリクト解消方式と決定方略
Shethのコンフリクト解消方式 Davsの決定方略
目標 評価
方式 目標 方略 実行方法
価値 基本 下位 信念 。役割構造 専門家。資源配分 コントロー ラー。 × 問題解決 。問題解決 熟練者
よりよい解決
複数の購買
× 交渉 × 交渉 次回の購買
衝動購買
延引。× 説得 × 説得 無責任批判
女性の直感
同伴の購買
× × ポリティックス 連合
強制
註： 0印は成員聞の一致，×印は不一致を示す。
側 Robertson等は，他のコンフリクト解消策として規範的メカニズムと道具的メカニズム
をあげている。 T.S. Robertson, J. Zielinski and S. Ward, Consumer Behavior. 1984, pp. 
463-465. 
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Davisの決定方略を Shethのコンフリクト解消方式と同種のものと見倣す
なら，この表から次のような相違点を見出すことができるであろう。まず，
Davisは Shethよりも多くのコンフリクト解消方式をあげ，それぞれについ
てより詳細な実行方法を示している。両者に共通する 3つの方式（問題解決，
交渉，説得）を除くと， Davisは役割構造，資源配分の2つの方式をあげてい
るのに対し， Shethはポリティックスのみを示している。ただし， Davisの説得
に関する説明に従えば，ポリティックスは実行方法としての連合と強制に対応
するため，ポリティックスは説得の中に含まれることになる。また，ここでは，
説明の重複を避けるため， Davisの実行方法のそれぞれに関するコメントを控
えるけれども，図示される多様な実行方法と前述された Shethのコンフリクト
解消方式の説明を比べれば， Davisがいかにこの点の詳細化に努めたかが分か
るであろう。次に，コンフリクトの原因となる側面で比較すると， Shethは
Davisよりも多様で、しかも系統的な説明を与えているようである。 Davisが1
階層だけの目標に関する不一致をコンフリクトの原因としているのに対し，
Shethは3つの階層からなる目標レベルと評価的信念レベルに関する不一致
をその原因としてとらえている。Shethの解消方式の体系は，基本的にはこれら
の4つの段階におけるそれぞれの不一致に対応して構成されているといえよ
う。彼のこうした枠組は，理論的には，前述された Rosenbergの期待一価値モ
デル， A。＝玄（VI1)(PI1）に依拠するものと考えられる？）これを約言すれば，
Shethの目標レベルと評価信念レベルは， Rosenbergモデルに含まれる価値
V1と期待 PI1にそれぞれ対応するものとみることができるということであ
る。このような解釈に立てば， Shethの捉え方は社会心理学的理論基盤に基づ
くものといえるであろう。それでは， Shethのコンフリクト解消方式で考慮さ
側拙稿「消費者行動研究における諸潮流について（6）」（富大経済論集，第36巻第 l号） 27ぺ
ージ。期待一価値モデルと消費者行動モデル，特に Shethの枠組と密接に関連する
Howardモデルとの関わりについては，拙稿「消費者行動モデルと選択ヒューリスティッ
ク（1）」（富山大学日本海経済研究所「研究年報」第E巻）を参照。
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れなかった Davisの2つの方略，役割構造と資源配分はここで言うコンフリ
クトとどのように関連するのであろうか。この点を確かめるため， Davisのこ
れらの方略に関する説明をみることにしよう？
(1）役割構造：この方略は，意思決定の権限を一人（時には二人）の成員に委
譲することによって，検討の必要性を軽減したり，あるいは除去するのに役立
つものである。家族成員は，しばしば，ある成員を特定活動の“専門家”とし
て認め，干渉なしに意思決定をする権利を正当化することがある。
(2）資源配分：この方略では，意思決定の権限は非人的な調整物（“コントロ
ーラー”）によって統御される。毎日の朝・晩の危機の代わりに，公正かつ公平
な基準が配慮、される会合を毎週1回開くことにすれば，コンフリクトはこの会
合だけに限定されるようになる。ルールもまた影響力や強制を慣行化するのに
役立つ。 ・・・資源成分は，一旦公式化されると，対立する者の注意を慣例に
そらす傾向がある。
このような説明から， 2つの方略が共に家族成員聞のコンフリクトを軽減し
たり，除去するための権限の委譲を内容とすることが分かる。それらは，権限
委譲の対象となるのが“専門家”という人なのか，あるいは“コントローラー”
というものなのかによって異なるのである。さらに，他の方略と比べると，そ
れらは， Davisが官僚制方式と呼ぶように，権限や規則を中心とした集団構造
的なアプローチであり，また原因を特定し難い多様なコンフリクトを未然に防
ごうとする方略とされよう。このような意味で，役割構造と資源配分は問題解
決，交渉，説得とはやや異質な方略といえそうである。
Belch等は，このようなコンフリクトに関する諸見解を踏まえて，米国の西
海岸諸都市に居住する270世帯を対象としたサーベイにおいて，コンフリクトと
その解消策との関わりについて検証している？ここで彼等は，対象所帯の夫，
。I) Davis, 1976, op. cit., pp. 254 255. 。2) M. A. Belch, G. E. Belch and D. Sciglimpaglia, 
Making : An Exploratory Investigation，” Advances in Consumer Research, Vol. 7, 
1980, pp. 475-479. 
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妻および子供に対して，幾つかの製品に関する個別の意思決定で生ずる不一致
の程度と，そうした不一致を解消する’ために適用される 7つのコンフリクト解
消策の利用頻度を回答するように求めている。前者のコンフリクト面では，車，
家具，テレビ，その他電気製品，朝食用シリアル，休暇を含む 6つの製品・サ
ービスのそれぞれに関する購入時期，購入場所，支出額，購入するスタイル，
モデルなどの個別決定分野において発生する不一致の程度が6点尺度（不一致
は全くない（1）～非常に不一致（6））で測定され，後者の解消策については，前述
された ShethとDavisの研究に基づく，次のようなコンフリクト解消の実行方
法が呈示された後に，それらの利用頻度が同じく 6点尺度（全く利用きれない
(1）～よく利用される（6））で測定されている。
問題解決方略：（1) その決定の前に多くの情報を収集する。
(2) その問題について家族と一緒に検討する。
(3) その分野に最も精通した家族メンバーに決定を任せる。
交渉方略：（4) その選択に合意したメンバーに対し今後の配慮を約束す
る。
(5) その決定を延期する。
説得方略：（6) あるメンバーに選択を合意させるため二人以上のメンバー
と連合を形成する。
(7) あるメンバーに対して権限の行使が図られる。
こうしたデザインに基づく調査から，彼等は，ここで考慮された製品・サービ
スと個別決定分野のいずれにおいてもコンフリクトの差がほとんどなかった点
を指摘したうえでココンフリクト解消策について次のような結論を導いている。
(a）問題解決方略の実行方法（1),(2）および（3）は，説得方略の（7）が用いられた朝食
用シリアルを除き，ほとんどすべての製品・サービスで利用されている。（b）交
渉方略の（4）および（5）の利用はすべての製品・サービスで極めて低い。説得方略
の利用については，実行方法（6）はほとんどの製品・サービスで比較的低いのに
対し，（7）は幾つかの製品，特に朝食用シリアルと車でやや高い。
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このように Belch等は，コンフリクト解消策として問題解決が最も多く利用
され，交渉と説得が余り考慮きれないことを実証した。前述きれた Sheth=
Cosmaの研究では，このような結論とは異なり，解消策の利用頻度が説得，問
題解決，交渉（およびポリティックス）と続く点が見出されたけれども，夫婦
以外に子供を回答者として含む場合にそれらの利用がどのようになるのか明ら
かにされてこなかった。Belch等は，家族の意思決定過程における子供の知覚を
も考慮して，この点を明らかにしたのである？）
（未完）
側 コンフリクトとその解消策を媒介する諸要因に注目した研究としては次の文献を参照。
A. C. Burns and D. H. Granbois，“Factors Moderating the Resolution of Preference 
Conflict in Family Automobile Purchasing，” Journal of Marketing Research, Feb. 
1977, pp. 77-86. 
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